嶺北広域労組のたたかい：これまでの経過
	日
	項目
	職員処遇について

	2011年（平成23年）
	

	12月
	事務組合議会において今西管理者が民間移譲を検討することを表明する。
	

	2012年（平成24年）
	

	4月19日
	正副管理者会で民間移譲検討委員会の設置を決定する。
	

	8月8日
	職員に対してアンケートが配布される。
	移譲決定の場合は、全職員に退職をお願いする【口頭】

	8月9日
	入所者家族に移譲方針が通知される。
	

	9月上旬
	職員説明会を開催する。
	移譲先法人への雇用あっせんを行う【口頭】

	9月18日
	労働組合結成　組合員56名（正規29名　非正規27名）
	

	9月19日
	「労働組合結成通知書」及び「団体交渉の申し入れ書」を事務組合の西村事務局長に提出する。
	

	9月25日
	自治労高知県本部（以下県本部という）執行委員長（山﨑秀一）が、今西管理者（本山町長）と面談する。今西管理者より「個人としては、1施設ずつの段階的な移譲等、雇用に影響を及ぼさない手段が好ましいと考えているが、他町村首長には強硬意見がある」と述べる。
	

	10月29日
	第1回団体交渉（当局側出席者：正副管理者および事務局長他事務員）
事務組合より「団体交渉の申し入れ書の質問事項について（回答）」が提示されるとともに口頭説明がされる。労働組合から「説明内容は不十分である」ことを指摘すると、事務組合は「後日、文書で示す」と答え、交渉を終えた。
	「構成町村に雇用責任はないが、回避義務については各町村で議論されているかと思う」【口頭】

	11月27日
	事務組合より「民営化を検討するに至るまでの組合としての努力の経過について」が提出される。
	

	12月6日
	労働組合より「第2回団体交渉の申し入れ」を提出する。
	

	12月25日
	事務組合12月議会定例会

行政報告で職員処遇について「退職金の優遇やできるだけ民間法人の再就職を考える」と述べる。
	

	12月26日
	第2回団体交渉（当局側出席者：事務局長他事務員）
事務組合より労働組合に対し「民営化を検討するに至るまでの組合としての努力の経過について」の口頭説明がされる。労働組合から各項目について質問を行うも、事務局長は、口を閉ざす、あいまいな回答を行うなど、誠意ある回答が行われなかった。労働組合から「移譲方針を再検討せよ」との要求に対して、事務組合は持ち帰ることとして交渉を終えた。
	

	12月27日
	高知新聞朝刊に「嶺北特養2施設民営化へ」を見出しとする記事が掲載され、その記事には、この間の労働組合との2回の交渉の中で何ら説明のなかった「来月にも事業者公募」が記されていた。
県本部は電話にて即刻、事務局長に抗議を行うも「記者が勝手に書いたことなので分からない」と述べる。県本部は、今西管理者に連絡を取り、早急な協議を求め、今西管理者もそれに応じた。
	

	2013年（平成25年）
	

	1月9日
	県本部・事務組合協議（於：本山町役場）
出席者　労働組合：県本部委員長・書記長
事務組合：今西管理者（本山町長）、副管理者（大豊町長・土佐町長・大川村長）
県本部より「公募停止」及び「移譲方針再検討」を求め、事務組合は「公募は一旦停止する」としたものの「移譲方針については総合的に判断した結果である」と主張し続けた。しかしながら最終的には持ち帰ることとした。
	

	1月4日・9日.10日
	嶺北荘の施設長が、臨時職員の組合員に対して「組合脱退強要」を行う。組合が抗議を行うなかで、事務局長の指示であることが発覚する。
	

	1月18日
	1月9日の協議について、県本部より今西管理者に連絡を取ると「移譲方針転換するまでに至らない。しかしながらこの状況のままではいけないので、高知県市町村振興課の判断も仰ぎたい」と答える。
	

	
	県本部は高知県市町村振興課に出向き、現在までの労使経過を説明し、資料を提出する。
	

	2月15日
	今西管理者（本山町長）より県本部委員長に連絡がある。

「1園を当面存続させる方針を21日の正副管理者会に諮る」
	

	2月21日
	正副管理者会が開かれ、当面1園は存続させることを決定する。
	

	3月4日
	第3回団体交渉の申し入れ書を事務局に提出する。
	

	3月22日
	事務組合議員全員協議会
「2施設の移譲方針に変わりはない」

「施設運営健全化への取り組みは3年を目途として労使協力の基に施設の運営改善を図る」
	「正規職員の分限免職を行わない民間法人への方策を検討した結果、1施設先行移譲の方向性を決定した」【文書】

	3月25日
	第3回団体交渉（当局側出席者：事務局長他事務員）
事務局長：「職員の雇用問題を考慮して当面1園の存続を図る。1園は2014年度からの移譲を予定している」「臨時等職員には、法人に優先雇用を求める。募集要項の中に条件とする」
組合：「職員の雇用に影響を及ぼさないのは当然だが、公的サービスの維持についても、１園移譲に際しては守られなければならない。

	「2つ目を民間移譲する段階では、不利益を生じさせないようにしないと移譲できない」

「整理解雇の四要件は公務員にも適用されるので飛び越えてやるつもりはない」【口頭】

	3月27日
	事務組合議会

議案としては取り上げず、行政報告のみ行う。
	

	4月5日
	確認書締結　※第3回団体交渉の確認事項について
	

	4月15日
	事務組合より労働組合に対して意見伺い書が提出される。
「大豊園もしくは嶺北荘どちらの施設を民間移譲し、どちらを残した方が地域住民の福祉の向上につながるかの検討を始めました。つきましては、労働組合としての提言等がありましたらご意見を伺いますので、平成25年4月5日交換の確認書に基づき連絡します」

※組合員に対しても意見伺い書が配布される。
	

	4月25日
	第4回団体交渉の申し入れ書を事務局に提出する。
	

	5月21日
	事務組合より、申し入れ書に対する事前回答書が提出される
	「民間移譲の段階では、本人の意に反した分限免職は行わない」【文書】

	5月30日
	第4回団体交渉（当局側出席者：事務局長他事務員）
事前回答書に基づき協議を行い、下記の項目を確認する。

・正規職員の分限免職は行わない。（両施設の移譲ともに）

・募集要項で、職員（臨時・パート）の採用を条件とする。

・募集要項を事前に組合に示す。

・公募は次回の団体交渉を踏まえ合意を前提ですすめる。

・団交は6月を予定し、管理者の出席を予定する。

・次回の団体交渉で、全体スケジュール、構想、土地建物の処分方法について示す。
	「移譲に関わる分限免職はない」ことを事務局長に再確認【回答書の内容を口頭確認】

	6月10日
	当局側から「団体交渉での要求について（回答）」との文書が一方的に提出される。

また、同日、嶺北荘の公募が一方的に開始される。

　団体交渉での確認事項を完全に反故にした対応であり、労働組合が抗議を行うと、事務局長は「団体交渉では意見を聞き、その内容を管理者に伝えた判断が回答内容である」と述べる。
	

	6月13日
	職員向け通知文書が配布される。

平成26年4月嶺北荘、平成29年4月大豊園、をそれぞれ民間移譲が決定したとの内容
	

	7月9日
	臨時職員向け通知文書が配布される。

正規職員が移譲先法人への転籍に応じないと、臨時職員の雇用継続はなく、移譲先法人への雇用のあっせんとなる旨の内容
	

	9月6日
	第5回団体交渉にあたり、組合から当局に事前連絡文書を提出

1.今西管理者から説明を求める事項

2.団体交渉において労使合意を求める事項
	

	9月13日
	第5回団体交渉（当局側出席者：今西管理者、事務局長他事務員）
今西管理者から、この間の労働組合に対する対応について謝罪がされる。

西村事務局長からの回答で、分限免職回避手段について「分限免職は同意を前提とする」との発言があり、具体内容を労働組合が質すと、何ら回避手段を持ち合わせていないことが発覚する。

しかも、今西管理者は「正副管理者会で議論していない。組合から具体要求がないと・・」と述べ、交渉は紛糾する。

最終的に、職員処遇問題について「24日の正副管理者会で、労働組合とは再度交渉を行ない合意のない限り公募作業を停止することを諮る」ことで確認する。そのうえで、次回交渉を24日の正副管理者会後、30日の組合議会までに行うことを確認する。
	左記【口頭】

	9月24日
	労使双方の事情により、当日の交渉は延期としたが、上地委員長、県本部2名にて、正副管理者会の協議状況について、事務局を訪問して確認を行う。事務局長は「分限免職回避手段として、構成町村への移管を各町村長に協力を求めたが、具体的な回答がなかった」と述べる。また、公募停止については議論を行ってないことが発覚する。

労働組合より「労使交渉を経ておらず、前回交渉での確認事項を反故にするものである。即刻公募作業を停止せよ。また、その返答は管理者から県本部委員長に直接連絡せよ」と伝える。

（その後、委員長より今西管理者に連日連絡するも連絡取れず）
	

	9月27日
	9月30日開催の事務組合議会議案に「移譲先法人の承認」があることが発覚する。県本部が事務組合議会の池沢議員（いの町）と接触し、この間の経過を説明するとともに、当日の議会発言を依頼する。
	

	9月30日
	事務組合臨時議会

池沢議員からの「前回交渉の約束はどうなった」との質疑に対して、事務局長は「執行権限である」と述べる。「移譲先法人の承認」については、賛成多数で決議される。
	

	10月2日
	県本部委員長から今西管理者に連絡を取り、団体交渉確認事項について質すも「議会で決めたのは既定方針である」と述べる。
	

	10月15日
	単組は高知県労働委員会へ「あっせん申請」を提出し、受理される。
　※迅速な解決を目的にあっせん申請を行うが、不当労働行為の救済申立についても準備をすすめる。
	

	10月16日
	当局側より文書回答が提出される。
　※事務組合内での異動について行政職のみ検討すると回答しているが、施設職員はおおむね現業職員であり、行政職はごく一部である。
	「職員と十分な議論を重ね職員の同意を得たい」
「町村への引き取りはない」

「事務組合内の異動は行政職のみ検討する」

	10月27日
	県本部・当該単組・近隣単組で、構成町村のうち4か所（大豊町・本山町・土佐町・大川村）で抗議ビラの配布（1000枚）を行う。あわせて、管理者である本山町長自宅付近及び本山町役場前で抗議街宣を行う。※街宣中、本山町長が自家用車で横切るもそのまま自宅に閉じこもる。
	


当局側の対応（まとめ）
①　交渉権限のない者の出席

　　　　第1回及び第5回団体交渉を除き、交渉は事務局長が対応しているが、実質的な交渉権限は有していない。
なお、第1回団体交渉には、正副管理者（構成町村首長）が出席したが、統一答弁を理由として一切の発言がなかった。また、第5回団体交渉には、代表者である今西管理者（本山町長）が出席するも後述のとおり、後に確認事項を反故にする対応を行った。
②　労働組合と確認した事項を反故にする対応

　　　ア．「正規職員の分限免職は行わない」

　　　　　　第3回及び第4回団体交渉で確認するも、第5回団体交渉で「同意を前提とする」と述べる。
　　　　　　　※「同意しない場合」について労働組合が質すも、使用者側は「お願いする」と述べ、実質的には「強制」を主張している。
　　　イ．「嶺北荘の募集は、事前に労働組合に募集要項を提示～交渉のうえ実施する」

　　　　　　第4回団体交渉で確認するも、提示～交渉を経ず、一方的に募集を強行する。

　　　ウ．「職員の処遇問題について、労使合意がない限り、公募作業を停止する」

　　　　　　第5回団体交渉で確認するも、交渉～合意を経ず、一方的に移譲先法人の決定を行う。

　　　エ．確認書（2013年4月5日）の不履行

　　　　　　ア～エの対応により、まったく履行されていない。
　　　上記の対応について使用者側は「執行権限である」「既定方針である」と答えており、実質的に団体交渉が意味を持たない「場」となっている。

③　組合員に対する脱退強要

　　　2013年1月上旬に、嶺北荘施設長が、組合員である臨時職員に対し「臨時職員は組合に入っていても意味がないのでやめたらどうか」との発言がされる。
